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　この章では、これまで説明してきた年末調整事
務の総まとめとして、具体的な事例をもとに、そ
の手順と計算方法を説明します。
　年末調整の計算自体は、各企業で普段使用して
いる給与台帳等を使用して差支えありませんが、
ここでは、年末調整や毎月の源泉徴収の利便のた
めに税務署で配布している「所得税源泉徴収簿」
の様式を使用して説明します。
　それぞれの留意点は、次のとおりです。
●源泉徴収簿の記載ポイント
　次㌻では、源泉徴収簿の様式と各欄ごとの記載
の仕方を説明しています。源泉徴収簿は、その左
側半分が毎月の給与や賞与の際の源泉徴収の状況
を記録・集計する部分となっています。そして右
の下半分の部分が年末調整のために使用する欄に
なっています。
　この様式のガイドに従って集計等を行なえば正
しい年末調整ができるように設計されていますの
で、記載のポイントを参考にして正しい年末調整
を行なうようにしてください。
〇設例１
　具体的な計算例の第１番目の事例です。ここで
は、本年の最後に支払われる給与の税額計算を省
略して年末調整を行なう方法について説明してい
ます。
　この方法で年末調整を行なう場合には、「徴収

不足額」は税額計算を省略した「最後の給与」の
支払額から差し引き、「徴収超過額」は「最後の
給与」の支払時に本人に還付することになりま
す。
〇設例２
　第２番目の事例は、本年最後に支払う給与につ
いても通常の税額計算を行なったうえで年末調整
を行なう方法について説明しています。
〇設例３
　第３番目の事例は、本年最後に支払う賞与につ
いての税額計算を省略して年末調整を行なう方法
について説明しています。
　この方法で年末調整を行なう場合には、「徴収
不足額」は税額計算を省略した「最後の賞与」の
支払額から差し引き、「徴収超過額」は「最後の
賞与」の支払時に本人に還付することになりま
す。
〇設例４
　第４番目の事例は、本年最後に支払う賞与につ
いても通常の税額計算を行なったうえで年末調整
を行なう方法について説明しています。
〇設例５
　第５番目の事例は、前職のある中途入社者のケ
ースで、本年最後に支払う給与についての税額計
算を省略して年末調整を行なう方法について説明
しています。

源泉徴収簿の記載ポイントと
年調計算の具体例

4 章
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源泉徴収簿の記載ポイント
本年中に支給した給
料・手当等から控除
した社会保険料等の
合計金額と賞与等か
ら控除した社会保険
料等の合計金額を
合算し、年末調整欄
⑫に記入します

次の各欄にはそれぞれの方法により求めた控除額を記入します
・⑬欄には給与所得者本人が直接自分で支払った社会保険料の控除額を記入します。控除額の算出方法
はＰ45参照
・⑭欄には給与所得者本人が直接自分で支払った小規模企業共済等掛金の控除額を記入します。控除額
の算出方法はＰ45参照
・⑮欄には生命保険料の控除額を記入します。控除額の算出方法はＰ40～41参照
・⑯欄には地震保険料の控除額を記入します。控除額の算出方法はＰ44参照
・⑰欄には配偶者控除額または配偶者特別控除額を記入します。控除額の算出方法はＰ33～34参照
・⑱欄には「控除額の合計額の早見表」を使って扶養控除や障害者控除などの合計金額を記入します。
控除額の算出方法はＰ102参照

⑦欄で求めた給与の総額を
「年末調整等のための給与
所得控除後の給与等の金額
の表」にあてはめて算出し
ます（P116以下参照）

扶養控除等（異動）申告書
に基づいて最新の状況を
把握します。申告書の提
出がない人については年
末調整は行なえません

配偶者がいる人
は、その配偶者が
源泉控除対象配偶
者でなくても「有」
を○で囲みます

本年中に支給した
給料・手当等の合
計金額を記入し、
年末調整欄①に移
記します

本年中に支給した給料・手当等から源泉徴収した税
額の合計金額を記入し、年末調整欄③に移記しま
す。本年最後に支払う普通給与や賞与については、
源泉徴収税額の計算を省略して、税額を「0」として
集計することができます

本年中に支給した賞
与等の合計金額を記
入し、年末調整欄④
に移記します

本年中に支給した賞与等
から源泉徴収した税額の
合計金額を記入し、年末
調整欄⑥に移記します

㉚欄は過納額を本
年中に還付する場
合に記入します

㉔欄の年調所得
税額に、102.1
％（2.1％分は
復興特別所得
税）を乗じて、㉕
欄の年調年税額
を求めますが、
100円未満の
端数があるとき
は切り捨てます

㉔欄には、
㉒欄の算出
所得税額か
ら ㉓ 欄 の
（特定増改
築等）住宅
借入金等特
別控除額を
差し引いた
年調所得税
額を記入し
ます。マイ
ナスの場合
は「0」とな
ります

⑲欄には、基
礎控除申告
書に基づい
て、基礎控
除額を記入
します

⑩欄には、所得金額調
整控除申告書が提出さ
れ所得金額調整控除の
適用がある人について、
その算式によって計算
した金額を記入します

㉑欄の差引課税給
与所得金額を「所得
税額の速算表」にあ
てはめて算出所得
税額を計算します
（P14参照）

㉕欄の年調年税額から⑧欄
の徴収税額を差し引き、その
差額がプラスのときは左欄
の「不足額」を○で囲み、マ
イナスの場合は「超過額」を
○で囲みます（P56以降参
照）。そして、この金額を本年
最後に支給する給与や賞与
等の「年末調整による過不足
税額」欄に移記します

（次㌻以降に、5つの設例による記載例を掲げています）
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　  設
例
1
 　
本
年
最
後
に
支
払
う
給
与
に
つ
い
て
の
税
額
計
算
を

省
略
し
て
年
末
調
整
を
行
な
う
場
合
　
　
甲
野
一
郎

１
　
年
間
給
与
総
額

5
,7
5
5
,2
0
0
円

２
　
同
上
の
給
与
に
対
す
る
徴
収
税
額

1
0
7
,6
5
4
円

３
　
控
除
し
た
社
会
保
険
料
等
（
給
与
控
除
分
）

8
8
3
,6
2
7
円

４
　
支
払
っ
た
新
生
命
保
険
料

7
8
,0
0
0
円

　
　
支
払
っ
た
旧
個
人
年
金
保
険
料

9
0
,0
0
0
円

５
　
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
（
所
得
金
額
な
し
）

あ
　
り

６
　
特
定
扶
養
親
族

1
　
人

【
解
説
】

１
　
こ
の
設
例
は
、
本
年
最
後
に
支
払
う
給
与
に
対
す
る
税
額
計
算
を
省
略
し
て
年

末
調
整
を
行
な
っ
た
も
の
で
す
。

２
　
１
月
か
ら
12
月
ま
で
の
普
通
給
与
と
賞
与
の
金
額
の
合
計
額
5,7
55
,20
0円
に
つ

い
て
、
給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額
を
「
給
与
所
得
の
金
額
算
出
表
」

（
P
1
2
2
）
に
よ
っ
て
求
め
る
と
4,1
61
,60
0円
に
な
り
ま
す
。

　
　
な
お
、
給
与
収
入
が
85
0万
円
以
下
で
す
か
ら
、
所
得
金
額
調
整
控
除
の
適
用

は
あ
り
ま
せ
ん
（
P
5
3
）。

３
　
社
会
保
険
料
等
控
除
額
の
給
与
等
か
ら
の
控
除
分
88
3,6
27
円
は
、
１
月
か
ら

12
月
ま
で
の
間
に
給
与
等
か
ら
差
し
引
か
れ
た
社
会
保
険
料
で
あ
り
、
そ
の
全
額

が
控
除
さ
れ
ま
す
（
P
2
3
）。

４
　
生
命
保
険
料
の
控
除
額
87
,00
0円
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
新
生
命
保
険
料

78
,00
0円
に
係
る
控
除
額
39
,50
0円
（
78
,00
0円
×
1／
4＋
20
,00
0円
）
と
本
年
中

に
支
払
っ
た
旧
個
人
年
金
保
険
料
90
,00
0円
に
係
る
控
除
額
47
,50
0円
（
90
,00
0

円
×
1／
4＋
25
,00
0円
）
の
合
計
額
と
な
り
ま
す
（
P
4
0
、
4
1
）。

５
　「
配
偶
者
（
特
別
）
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、「
配
偶
者
控
除
及
び
配
偶
者
特
別

控
除
の
控
除
額
の
早
見
表
」
の
給
与
所
得
者
の
合
計
所
得
金
額
90
0万
円
以
下
、

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額
48
万
円
以
下
で
あ
る
た
め
、
配
偶
者
控
除
額
38
0,0
00

円
で
す
（
P
1
0
2
）。

６
　「
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
」
欄
の
金
額
は
、「
令
和
２

年
分
の
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
の
早
見
表
」
の
「
①
控

除
対
象
扶
養
親
族
の
数
」
の
「
１
人
」
欄
の
金
額
の
38
0,0
00
円
に
、「
②
障
害
者

等
が
い
る
場
合
」
の
「
へ
」
欄
に
よ
る
特
定
扶
養
親
族
の
25
0,0
00
円
を
加
算
し

た
63
0,0
00
円
で
す
（
P
1
0
2
）。

７
　「
基
礎
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、
合
計
所
得
金
額
が
2,4
00
万
円
以
下
で
あ
る
た

め
、
基
礎
控
除
額
48
0,0
00
円
で
す
（
P
3
2
）。

８
　
所
得
控
除
額
の
合
計
額
2,4
60
,62
7円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
。

 
社
会
保
険
料

等
の
控
除
額
 

生
命
保
険
料

の
控
除
額

 
配
偶
者
控
除
額
 
扶
養
控
除
額
等
 
基
礎
控
除
額

　
88
3,6
27
円
＋
87
,00
0円
＋
38
0,0
00
円
＋
63
0,0
00
円
＋
48
0,0
00
円
＝
2,4
60
,62
7円

９
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
1,7
00
,00
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
1,0
00

円
未
満
の
端
数
切
捨
て
）。

 
給
与
所
得
控
除
後

の
給
与
等
の
金
額
 

所
得
控
除
額

の
合
計
額

 
差
引
課
税
給
与

所
得
金
額

　
4,1
61
,60
0円
－
2,4
60
,62
7円
＝
1,7
00
,97
3円
→
1,7
00
,00
0円

10
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
1,7
00
,00
0円
に
対
す
る
算
出
所
得
税
額
を
「
令
和
２

年
分
の
年
末
調
整
の
た
め
の
所
得
税
額
の
速
算
表
」（
P
1
4
）
に
よ
っ
て
求
め
る

と
、
85
,00
0円
と
な
り
ま
す
。

 
課
税
給
与
所
得
金
額
 
税
率
 

算
出
所
得
税
額

　
1,7
00
,00
0円

×
５
％
＝
85
,00
0円

11
 　
こ
の
設
例
の
場
合
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
適
用
が
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、

上
記
「
10
」
で
求
め
た
算
出
所
得
税
額
が
そ
の
ま
ま
年
調
所
得
税
額
と
な
り
ま
す
。

12
 　
年
調
年
税
額
86
,70
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
10
0円
未
満
の
端
数
切

捨
て
）。

 
年
調
所
得
税
額
 

 
年
調
年
税
額

　
85
,00
0円

×
10
2.1
％
＝
86
,78
5円
→
86
,70
0円

13
 　
年
調
年
税
額
86
,70
0円
と
１
月
か
ら
12
月
ま
で
に
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計
額

10
7,6
54
円
と
を
比
較
し
ま
す
と
、
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計
額
の
ほ
う
が
20
,95
4

円
多
い
た
め
、
過
納
額
20
,95
4円
が
生
じ
ま
す
。

14
 　
こ
の
過
納
額
20
,95
4円
は
、
年
末
調
整
を
行
な
っ
た
月
分
と
し
て
納
付
す
る
税

金
か
ら
差
し
引
い
て
本
人
に
還
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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設
例
１
の
記
載
例

営
業

1
課

主
任

○
○
○

××
××

○
○
市
○
○
町

1-
2-

3

コ
ウ
ノ
イ
チ
ロ
ウ

甲
野

一
郎

49
1

25
7

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 6 12

10 1020 20 19 20 20 19 20 20 18 20 20 18

34
9,

80
0

34
9,

80
0

34
9,

80
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

35
3,

20
0

4,
22

8,
20

0

64
5,

00
0

88
2,

00
0

1,
52

7,
00

0
23

3,
03

5
1,

29
3,

96
5

52
,8

44
52

,8
44

65
0,

59
2

98
,4

33

13
4,

60
2

3,
57

7,
60

8

54
6,

56
7

74
7,

39
8

33
,8

56

22
,3

21

30
,5

23

53
,9

19

53
,9

19

53
,9

19

54
,3

15

54
,3

15

54
,3

15

54
,3

15

54
,3

15

54
,3

15

54
,3

15

54
,3

15

54
,3

15

29
5,

88
1

29
5,

88
1

29
5,

88
1

29
8,

88
5

29
8,

88
5

29
8,

88
5

29
8,

88
5

29
8,

88
5

29
8,

88
5

29
8,

88
5

29
8,

88
5

29
8,

88
5

4,
91

0

4,
91

0

4,
91

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0 0

4,
91

0

4,
91

0

4,
91

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

5,
01

0

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
▲

20
,9

54
▲

20
,9

54

▲
20

,9
54

2 2

54
,8

10

22
,3

21

30
,5

23

4.
08

4

4.
08

4

4,
22

8,
20

0
1,

52
7,

00
0

5,
75

5,
20

0
4,

16
1,

60
0 0

4,
16

1,
60

0
88

3,
62

7

87
,0

00

38
0,

00
0

63
0,

00
0

48
0,

00
0

2,
46

0,
62

7

54
,8

10
52

,8
44

10
7,

65
4

85
,0

00

 

0  

85
,0

00

 
86

,7
00

20
,9

54

20
,9

54
20

,9
54

 

1,
70

0,
00

0

1
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住宅借入金等特
別控除の適用を
受けた場合、居
住開始年月日等
を記載します

基礎控除額が
48万円（合計所
得金額が2,400
万円以下）の場
合は何も記入し
ません。基礎控
除額が、32万
円、16万円、０円
の場合にその金
額を記入します

⑬のうちに、国民
年金保険料、国
民年金基金の加
入者掛金がある
場合には、その
額（源泉徴収簿、
年末調整欄、右
側枠外の金額）
を記載します

該当する場
合には○印
を付けます 本人の生年月日

該当する項目に、
それぞれの金額
を記入します

㉓の額。ただ
し、㉒の算出
所得税額を
超える場合
には、実際に
控除した金
額（㉒）を記
載します。そ
の場合、「住
宅借入金等
特別控除可
能額」の記載
が必要となり
ます

㉕年調年税額

控除対象配偶者、配偶者特別控除の対
象となる配偶者、控除対象扶養親族、16
歳未満の扶養親族のうちに、非居住者が
いる場合には、その人数を記入します

⑳年末調整で
適用可能な
12種類の所
得控除の合計

⑨給与所得以外の所得
がない場合には合計所
得金額となります

該当する場合は人数を記載します

⑦給料・手当等と
賞与等の合計
額。いわゆる年収

該当する項目に
○印を付けます

⑰

⑮ ⑯

⑫＋⑬＋⑭の合
計。小規模企業
共済等掛金控
除額がある場
合には上段に
内書きします

住宅借入金等特
別控除の適用を
受けた人につい
て、住宅借入金
等特別控除申告
書に記載された
住宅借入金等特
別控除額（住宅
借入金等特別控
除可能額）が算
出所得税額を超
えるときには、そ
の住宅借入金等
特別控除可能額
を記載します

中途入社、中途
退社の場合に記
載します

非居住者であ
る場合には、区
分欄に◯印を
付けます

所得金額調整控除の適用を受けた場合は、源泉徴収簿⑩欄の金額を
転記します。また、所得金額調整控除の適用を受けるための要件に応
じて、次の事項を摘要欄に記入します
⑴本人が特別障害者の場合、記入不要（本人が障害者：特別欄に○を
付けることになります）、⑵同一生計配偶者が特別障害者の場合、控除
対象配偶者欄にその配偶者の氏名の記入がないときは、「同一生計配
偶者の氏名（同配）」を記入、⑶扶養親族が特別障害者または23歳未
満の場合、控除対象扶養親族欄、16歳未満扶養親族欄にその扶養親
族の氏名の記入がないときは、「扶養親族の氏名（調整）」を記入

昭和、平成、令和
等の元号を記入
します

改正後の寡婦、ひとり親に該当する
場合には、「寡婦」欄、「ひとり親」欄に
○印。ただし、年末調整をしなかった
場合で、改正前の一般の寡婦、特別
の寡婦、寡夫に該当していたときは、
「寡婦」欄、「ひとり親」欄には記入し
ないで、摘要欄に「旧寡婦」、「旧特別
の寡婦」、「旧寡夫」と記入します

○○市○○町1－２－３

給料・賞与

２

甲 野 一 郎
コウノ

コウノ　　ハナコ

2  460  6274　161  6005　755  200

87　　000

1

883　　627

380　000

１２３４５６７８９０１２

１１２２３

３４５６７８９０

２３４５６７８９０

86　700

90,00078,000

0

49昭和 1 25

東京都文京区本郷7－８－９

実 業 商 事 株 式 会 社 03  （3818）  0000

○

主　任

甲 野 花 子

コウノ　　タロウ
甲 野 太 郎

イチロウ

１２３

１２３４

３４４５５６６７
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　  設
例
2
 　
本
年
最
後
に
支
払
う
給
与
に
つ
い
て
の
税
額
計
算
を

し
た
う
え
で
年
末
調
整
を
行
な
う
場
合
　
　
乙
野
二
郎

１
　
年
間
給
与
総
額

8
,6
0
2
,6
0
0
円

２
　
同
上
の
給
与
に
対
す
る
徴
収
税
額

3
2
7
,0
2
0
円

３
　
控
除
し
た
社
会
保
険
料
等
（
給
与
控
除
分
）

1
,3
4
0
,5
2
3
円

４
　
支
払
っ
た
旧
生
命
保
険
料

5
7
,0
0
0
円

　
　
支
払
っ
た
新
個
人
年
金
保
険
料

1
2
5
,0
0
0
円

５
　
支
払
っ
た
旧
長
期
損
害
保
険
料

2
6
,0
0
0
円

６
　
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
（
不
動
産
所
得
の
金
額
1
0
3
万
円
） 

あ
　
り

７
　
一
般
の
控
除
対
象
扶
養
親
族

2
　
人

８
　
特
定
扶
養
親
族

1
　
人

【
解
説
】

１
　
こ
の
設
例
は
、
本
年
最
後
に
支
払
う
給
与
に
対
す
る
税
額
計
算
を
省
略
し
な
い

で
年
末
調
整
を
行
な
っ
た
も
の
で
す
。

２
　
１
月
か
ら
12
月
ま
で
の
普
通
給
与
と
賞
与
の
金
額
の
合
計
額
8,6
02
,60
0円
に
つ

い
て
、
給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額
を
「
給
与
所
得
の
金
額
算
出
表
」

（
P
1
2
4
）に
よ
っ
て
求
め
る
と
6,6
52
,60
0円
（
8,6
02
,60
0円
－
1,9
50
,00
0円
）
に

な
り
ま
す
。

３
　
給
与
収
入
が
85
0万
円
超
で
23
歳
未
満
の
扶
養
親
族
が
い
る
た
め
、
所
得
金
額

調
整
控
除
の
適
用
が
あ
り
ま
す
。「
所
得
金
額
調
整
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、

（
8,6
02
,60
0円
－
8,5
00
,00
0円
）
×
10
％
＝
10
,26
0円
と
な
り
、「
給
与
所
得
控
除

後
の
給
与
等
の
金
額
（
調
整
控
除
後
）」
欄
の
金
額
は
、
6,6
52
,60
0円
－
10
,26
0

円
＝
6,6
42
,34
0円
と
な
り
ま
す
（
P
5
3
）。

４
　
社
会
保
険
料
等
控
除
額
の
給
与
等
か
ら
の
控
除
分
1,3
40
,52
3円
は
、
１
月
か
ら

12
月
ま
で
の
間
に
給
与
等
か
ら
差
し
引
か
れ
た
社
会
保
険
料
で
あ
り
、
そ
の
全
額

が
控
除
さ
れ
ま
す
（
P
2
3
）。

５
　
生
命
保
険
料
の
控
除
額
79
,25
0円
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
旧
生
命
保
険
料

57
,00
0円
に
係
る
控
除
額
39
,25
0円
（
57
,00
0円
×
1／
4＋
25
,00
0円
）
と
本
年
中

に
支
払
っ
た
新
個
人
年
金
保
険
料
12
5,0
00
円
に
係
る
控
除
額
40
,00
0円
（
支
払
っ

た
個
人
年
金
保
険
料
が
80
,00
0円
を
超
え
て
い
ま
す
の
で
、
限
度
額
の
40
,00
0円

と
な
り
ま
す
）
と
の
合
計
額
と
な
り
ま
す
（
P
4
0
、
4
1
）。

６
　
地
震
保
険
料
の
控
除
額
15
,00
0円
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
旧
長
期
損
害
保
険

料
の
合
計
額
が
26
,00
0円
で
す
か
ら
、
地
震
保
険
料
控
除
額
（
旧
長
期
損
害
保
険

料
の
み
の
場
合
）
の
最
高
限
度
額
の
15
,00
0円
と
な
り
ま
す
（
P
4
4
）。

７
　「
配
偶
者
（
特
別
）
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、「
配
偶
者
控
除
及
び
配
偶
者
特
別

控
除
の
控
除
額
の
早
見
表
」
の
給
与
所
得
者
の
合
計
所
得
金
額
90
0万
円
以
下
、

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額
10
0万
円
超
10
5万
円
以
下
で
あ
る
た
め
、
配
偶
者
特
別

控
除
額
31
0,0
00
円
で
す
（
P
1
0
2
）。

８
　「
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
」
欄
の
金
額
は
、「
令
和
２

年
分
の
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
の
早
見
表
」
の
「
①
控

除
対
象
扶
養
親
族
の
数
」
の
「
３
人
」
欄
の
金
額
1,1
40
,00
0円
に
、「
②
障
害
者

等
が
い
る
場
合
」
の
「
ヘ
」
欄
に
よ
る
特
定
扶
養
親
族
の
25
0,0
00
円
を
加
算
し

た
1,3
90
,00
0円
で
す
（
P
1
0
2
）。

９
 　「
基
礎
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、
合
計
所
得
金
額
が
2,4
00
万
円
以
下
で
あ
る
た

め
、
基
礎
控
除
額
48
0,0
00
円
で
す
（
P
3
2
）。

10
　
所
得
控
除
額
の
合
計
額
3,6
14
,77
3円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
。

 
社
会
保
険
料

等
の
控
除
額
 

生
命
保
険
料

の
控
除
額

 
地
震
保
険
料

の
控
除
額

 
配
偶
者
特

別
控
除
額
 

扶
養
控
除
額
等
 

基
礎
控
除
額

　
1,3
40
,52
3円
＋
79
,25
0円
＋
15
,00
0円
＋
31
0,0
00
円
＋
1,3
90
,00
0円
＋
48
0,0
00
円

＝
3,6
14
,77
3円

11
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
3,0
27
,00
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
1,0
00

円
未
満
の
端
数
切
捨
て
）。

 
給
与
所
得
控
除
後

の
給
与
等
の
金
額
 

所
得
控
除
額

の
合
計
額

 
差
引
課
税
給
与

所
得
金
額

　
6,6
42
,34
0円
－
3,6
14
,77
3円
＝
3,0
27
,56
7円
→
3,0
27
,00
0円

12
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
3,0
27
,00
0円
に
対
す
る
算
出
所
得
税
額
を
「
令
和
２

年
分
の
年
末
調
整
の
た
め
の
所
得
税
額
の
速
算
表
」（
P
1
4
）
に
よ
っ
て
求
め
る

と
、
20
5,2
00
円
と
な
り
ま
す
。

 
課
税
給
与
所
得
金
額
 
税
率
 

算
出
所
得
税
額

　
3,0
27
,00
0円
  ×
10
％
－
97
,50
0円
＝
20
5,2
00
円

13
　
こ
の
設
例
の
場
合
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
適
用
が
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、

上
記
「
12
」
で
求
め
た
算
出
所
得
税
額
が
そ
の
ま
ま
年
調
所
得
税
額
と
な
り
ま
す
。

14
　
年
調
年
税
額
20
9,5
00
円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
10
0円
未
満
の
端
数
切

捨
て
）。

 
年
調
所
得
税
額
 

 
年
調
年
税
額

　
20
5,2
00
円
×
10
2.1
％
＝
20
9,5
09
.2円
→
20
9,5
00
円

15
　
年
調
年
税
額
20
9,5
00
円
と
１
月
か
ら
12
月
ま
で
に
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計

額
32
7,0
20
円
と
を
比
較
し
ま
す
と
、
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計
額
の
ほ
う
が

11
7,5
20
円
多
い
た
め
、
過
納
額
11
7,5
20
円
が
生
じ
ま
す
。

16
　
こ
の
過
納
額
11
7,5
20
円
は
、
本
年
最
後
に
支
払
う
給
与
か
ら
徴
収
す
べ
き
税

額
9,2
60
円
に
充
当
さ
れ
ま
す
が
、
徴
収
す
べ
き
税
額
を
超
え
る
金
額
10
8,2
60
円

（
11
7,5
20
円
－
9,2
60
円
）
は
、
年
末
調
整
を
行
な
っ
た
月
分
と
し
て
納
付
す
る
税

金
か
ら
差
し
引
い
て
本
人
に
還
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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設
例
２
の
記
載
例

製
造

1
課

課
長

○
○
○

○
○
○
○

××
市
△
△
町

2-
3-

4
オ
ツ
ノ
ジ
ロ
ウ

乙
野

二
郎

48
5

16
15

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 3 6 12

10 10 1020 20 19 20 20 19 20 20 18 20 20 18

50
3,

80
0

50
3,

80
0

50
3,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

50
8,

80
0

6,
09

0,
60

0

45
0,

00
0

77
9,

00
0

1,
28

3,
00

0

2,
51

2,
00

0
38

2,
99

2
2,

12
9,

00
8

21
7,

37
0

21
7,

37
0

95
7,

53
1

68
,3

10

11
8,

88
3

19
5,

79
9

5,
13

3,
06

9

38
1,

69
0

66
0,

11
7

1,
08

7,
20

1

▲
7,

87
0

38
,9

70

67
,3

97

11
1,

00
3

79
,3

57

79
,3

57

79
,3

57

79
,9

40

79
,9

40

79
,9

40

79
,9

40

79
,9

40

79
,9

40

79
,9

40

79
,9

40

79
,9

40

42
4,

44
3

42
4,

44
3

42
4,

44
3

42
8,

86
0

42
8,

86
0

42
8,

86
0

42
8,

86
0

42
8,

86
0

42
8,

86
0

42
8,

86
0

42
8,

86
0

42
8,

86
0

8,
77

0

8,
77

0

8,
77

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

8,
77

0

8,
77

0

8,
77

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

9,
26

0

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
▲

11
7,

52
0

▲
11

7,
52

0

3 3 3

10
9,

65
0

38
,9

70

67
,3

97

11
1,

00
3

6,
09

0,
60

0
2,

51
2,

00
0

8,
60

2,
60

0
6,

65
2,

60
0

10
,2

60
6,

64
2,

34
0

1,
34

0,
52

3

79
,2

50
15

,0
00

31
0,

00
0

1,
39

0,
00

0
48

0,
00

0
3,

61
4,

77
3

10
9,

65
0

21
7,

37
0

32
7,

02
0

20
5,

20
0

20
5,

20
0

20
9,

50
0

11
7,

52
0

9,
26

0

3,
02

7,
00

0

1,
03

0,
00

00

26
,0

00

2
1

10
.2

10

10
.2

10

10
.2

10

▲
10

8,
26

0

10
8,

26
0

10
8,

26
0
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　  設
例
3
 　
本
年
最
後
に
支
払
う
賞
与
に
つ
い
て
の
税
額
計
算
を

省
略
し
て
年
末
調
整
を
行
な
う
場
合
　
　
丙
野
三
郎

１
　
年
間
給
与
総
額

6
,7
3
5
,0
0
0
円

２
　
同
上
の
給
与
に
対
す
る
徴
収
税
額

1
1
7
,8
8
7
円

３
　
控
除
し
た
社
会
保
険
料
等
（
給
与
控
除
分
）

1
,0
3
7
,5
7
4
円

４
　
支
払
っ
た
旧
生
命
保
険
料

7
0
,0
0
0
円

　
　
支
払
っ
た
新
生
命
保
険
料

8
2
,0
0
0
円

　
　
支
払
っ
た
介
護
医
療
保
険
料

4
8
,0
0
0
円

５
　
支
払
っ
た
地
震
保
険
料

3
8
,0
0
0
円

６
　
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
（
給
与
所
得
金
額
5
0
万
円
）

あ
　
り

７
　
一
般
の
控
除
対
象
扶
養
親
族
 

1
　
人

　
　（
当
初
は
2
人
、７
月
1
5
日
に
就
職
に
よ
り
1
人
減
少
）

【
解
説
】

１
　
こ
の
設
例
は
、
本
年
最
後
に
支
払
う
賞
与
に
対
す
る
税
額
計
算
を
省
略
し
て
年

末
調
整
を
行
な
っ
た
も
の
で
す
。

２
　
１
月
か
ら
12
月
ま
で
の
普
通
給
与
と
賞
与
の
金
額
の
合
計
額
6,7
35
,00
0円
に
つ

い
て
、
給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額
を
「
給
与
所
得
の
金
額
算
出
表
」

（
P
1
2
4
）に
よ
っ
て
求
め
る
と
4,9
61
,50
0円
（
6,7
35
,00
0円
×
90
％
－
1,1
00
,00
0円
）

に
な
り
ま
す
。

　
　
な
お
、
給
与
収
入
が
85
0万
円
以
下
で
す
か
ら
、
所
得
金
額
調
整
控
除
の
適
用

は
あ
り
ま
せ
ん
（
P
5
3
）。

３
　
社
会
保
険
料
等
控
除
額
の
給
与
等
か
ら
の
控
除
分
1,0
37
,57
4円
は
、
１
月
か
ら

12
月
ま
で
の
間
に
給
与
等
か
ら
差
し
引
か
れ
た
社
会
保
険
料
で
あ
り
、
そ
の
全
額

が
控
除
さ
れ
ま
す
（
P
2
3
）。

４
　
生
命
保
険
料
の
控
除
額
74
,50
0円
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
旧
生
命
保
険
料

70
,00
0円
に
係
る
控
除
額
42
,50
0円
（
70
,00
0円
×
1／
4＋
25
,00
0円
）
と
本
年
中

に
支
払
っ
た
介
護
医
療
保
険
料
48
,00
0円
に
係
る
控
除
額
32
,00
0円
（
48
,00
0円

×
1／
4＋
20
,00
0円
）
の
合
計
額
と
な
り
ま
す
。
旧
生
命
保
険
料
と
新
生
命
保
険

料
の
両
方
を
支
払
っ
た
場
合
の
控
除
額
は
40
,00
0円
（
上
限
額
）
と
な
り
ま
す
の

で
、
旧
生
命
保
険
料
の
み
を
支
払
っ
た
場
合
を
選
択
し
た
ほ
う
が
有
利
と
な
り
ま

す
（
P
4
0
）。

５
　
地
震
保
険
料
の
控
除
額
38
,00
0円
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
地
震
保
険
料
の
合

計
額
38
,00
0円
に
基
づ
き
、
支
払
額
が
50
,00
0円
以
下
で
す
か
ら
、
そ
の
全
額
が

控
除
さ
れ
ま
す
（
P
4
4
）。

６
　「
配
偶
者
（
特
別
）
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、「
配
偶
者
控
除
及
び
配
偶
者
特
別

控
除
の
控
除
額
の
早
見
表
」
の
給
与
所
得
者
の
合
計
所
得
金
額
90
0万
円
以
下
、

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額
48
万
円
超
95
万
円
以
下
で
あ
る
た
め
、
配
偶
者
特
別
控

除
額
38
0,0
00
円
で
す
（
P
1
0
2
）。

７
　「
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
」
欄
の
金
額
は
、「
令
和
２

年
分
の
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
の
早
見
表
」
の
「
①
控

除
対
象
扶
養
親
族
の
数
」
の
「
１
人
」
欄
の
金
額
38
0,0
00
円
で
す
（
P
1
0
2
）。

８
　「
基
礎
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、
合
計
所
得
金
額
が
2,4
00
万
円
以
下
で
あ
る
た

め
、
基
礎
控
除
額
48
0,0
00
円
で
す
（
P
3
2
）。

９
　
所
得
控
除
額
の
合
計
額
2,3
90
,07
4円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
。

 
社
会
保
険
料

等
の
控
除
額
 

生
命
保
険
料

の
控
除
額

 
地
震
保
険
料

の
控
除
額

 
配
偶
者
特

別
控
除
額
 

扶
養
控
除
額
等
 
基
礎
控
除
額

　
1,0
37
,57
4円
＋
74
,50
0円
＋
38
,00
0円
＋
38
0,0
00
円
＋
38
0,0
00
円
＋
48
0,0
00
円

＝
2,3
90
,07
4円

10
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
2,5
71
,00
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
1,0
00

円
未
満
の
端
数
切
捨
て
）。

 
給
与
所
得
控
除
後

の
給
与
等
の
金
額
 

所
得
控
除
額

の
合
計
額
 

差
引
課
税
給
与

所
得
金
額

　
4,9
61
,50
0円
－
2,3
90
,07
4円
＝
2,5
71
,42
6円
→
2,5
71
,00
0円

11
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
2,5
71
,00
0円
に
対
す
る
算
出
所
得
税
額
を
「
令
和
２

年
分
の
年
末
調
整
の
た
め
の
所
得
税
額
の
速
算
表
」（
P
1
4
）
に
よ
っ
て
求
め
る

と
、
15
9,6
00
円
と
な
り
ま
す
。

 
課
税
給
与
所
得
金
額
 
税
率
 

算
出
所
得
税
額

　
2,5
71
,00
0円
  ×
10
％
－
97
,50
0円
＝
15
9,6
00
円

12
 　
こ
の
設
例
の
場
合
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
適
用
が
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、

上
記
「
11
」
で
求
め
た
算
出
所
得
税
額
が
そ
の
ま
ま
年
調
所
得
税
額
と
な
り
ま
す
。

13
　
年
調
年
税
額
16
2,9
00
円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
10
0円
未
満
の
端
数
切

捨
て
）。

 
年
調
所
得
税
額
 

 
年
調
年
税
額

　
15
9,6
00
円
×
10
2.1
％
＝
16
2,9
51
.6円
→
16
2,9
00
円

14
 　
年
調
年
税
額
16
2,9
00
円
と
１
月
か
ら
12
月
ま
で
に
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計

額
11
7,8
87
円
と
を
比
較
し
ま
す
と
、
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計
額
の
ほ
う
が

45
,01
3円
少
な
い
た
め
、
不
足
額
45
,01
3円
が
生
じ
ま
す
。

15
 　
こ
の
不
足
額
45
,01
3円
は
、
本
年
最
後
に
支
払
う
賞
与
か
ら
徴
収
し
ま
す
。
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設
例
３
の
記
載
例 総
務
課

係
長
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×
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○
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サ
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0
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 設
例
4
 　
本
年
最
後
に
支
払
う
賞
与
に
つ
い
て
の
税
額
計
算
を

し
た
う
え
で
年
末
調
整
を
行
な
う
場
合
　
　
丁
野
四
郎

１
　
年
間
給
与
総
額

7
,3
7
6
,3
0
0
円

２
　
同
上
の
給
与
に
対
す
る
徴
収
税
額

1
8
3
,9
7
6
円

３
　
控
除
し
た
社
会
保
険
料
等
（
給
与
控
除
分
）

1
,1
6
2
,7
9
8
円

４
　
支
払
っ
た
新
生
命
保
険
料

6
6
,0
0
0
円

　
　
支
払
っ
た
新
個
人
年
金
保
険
料

4
8
,0
0
0
円

５
　
支
払
っ
た
地
震
保
険
料

3
6
,2
0
0
円

６
　
支
払
っ
た
旧
長
期
損
害
保
険
料

1
8
,4
0
0
円

７
　
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
額

1
2
8
,1
0
0
円

８
　
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
（
所
得
金
額
な
し
）

あ
　
り

９
　
特
定
扶
養
親
族
（
特
別
障
害
者
に
該
当
）

１
　
人

【
解
説
】

１
　
こ
の
設
例
は
、
本
年
最
後
に
支
払
う
賞
与
に
対
す
る
税
額
計
算
を
省
略
し
な
い

で
年
末
調
整
を
行
な
っ
た
も
の
で
す
。

２
　
１
月
か
ら
12
月
ま
で
の
普
通
給
与
と
賞
与
の
金
額
の
合
計
額
7,3
76
,30
0円
に
つ

い
て
、
給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額
を
「
給
与
所
得
の
金
額
算
出
表
」

（
P
1
2
4
）に
よ
っ
て
求
め
る
と
5,5
38
,67
0円
（
7,3
76
,30
0円
×
90
％
－
1,1
00
,00
0円
）

に
な
り
ま
す
。

　
　
な
お
、
給
与
収
入
が
85
0万
円
以
下
で
す
か
ら
、
所
得
金
額
調
整
控
除
の
適
用

は
あ
り
ま
せ
ん
（
P
5
3
）。

３
　
社
会
保
険
料
等
控
除
額
の
給
与
等
か
ら
の
控
除
分
1,1
62
,79
8円
は
、
１
月
か
ら

12
月
ま
で
の
間
に
給
与
等
か
ら
差
し
引
か
れ
た
社
会
保
険
料
で
あ
り
、
そ
の
全
額

が
控
除
さ
れ
ま
す
（
P
2
3
）。

４
　
生
命
保
険
料
の
控
除
額
68
,50
0円
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
新
生
命
保
険
料

66
,00
0円
に
係
る
控
除
額
36
,50
0円
（
66
,00
0円
×
1／
4＋
20
,00
0円
）
と
本
年
中

に
支
払
っ
た
新
個
人
年
金
保
険
料
48
,00
0円
に
係
る
控
除
額
32
,00
0円
（
48
,00
0

円
×
1／
4＋
20
,00
0円
）
と
の
合
計
額
と
な
り
ま
す
（
P
4
0
、
4
1
）。

５
　
地
震
保
険
料
の
控
除
額
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
地
震
保
険
料
の
額
に
係
る
控

除
額
36
,20
0円
（
50
,00
0円
以
下
で
あ
る
た
め
そ
の
全
額
）
と
本
年
中
に
支
払
っ

た
旧
長
期
損
害
保
険
料
18
,40
0円
に
係
る
控
除
額
14
,20
0円
（
18
,40
0円
×
1／
2

＋
5,0
00
円
）
の
合
計
額
50
,40
0円
（
36
,20
0円
＋
14
,20
0円
）
が
限
度
額
50
,00
0円

を
超
え
て
い
ま
す
の
で
、
50
,00
0円
と
な
り
ま
す
（
P
4
4
）。

６
　「
配
偶
者
（
特
別
）
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、「
配
偶
者
控
除
及
び
配
偶
者
特
別

控
除
の
控
除
額
の
早
見
表
」
の
給
与
所
得
者
の
合
計
所
得
金
額
90
0万
円
以
下
、

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額
48
万
円
以
下
で
あ
る
た
め
、
配
偶
者
控
除
額
38
0,0
00

円
で
す
（
P
1
0
2
）。

７
　「
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
」
欄
の
金
額
は
、「
令
和
２

年
分
の
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
の
早
見
表
」
の
「
①
控

除
対
象
扶
養
親
族
の
数
」
の
「
１
人
」
欄
の
金
額
38
0,0
00
円
に
、「
②
障
害
者
等

が
い
る
場
合
」
の
「
ロ
」
欄
に
よ
る
同
居
特
別
障
害
者
以
外
の
特
別
障
害
者
の

40
0,0
00
円
と
、「
ヘ
」
欄
に
よ
る
特
定
扶
養
親
族
の
25
0,0
00
円
を
加
算
し
た

1,0
30
,00
0円
で
す
（
P
1
0
2
）。

８
　「
基
礎
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、
合
計
所
得
金
額
が
2,4
00
万
円
以
下
で
あ
る
た

め
、
基
礎
控
除
額
48
0,0
00
円
で
す
（
P
3
2
）。

９
　
所
得
控
除
額
の
合
計
額
3,1
71
,29
8円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
。

 
社
会
保
険
料

等
の
控
除
額
 

生
命
保
険
料

の
控
除
額

 
地
震
保
険
料

の
控
除
額

 
配
偶
者
控
除
額
 
扶
養
控
除
額
等
 

基
礎
控
除
額

　
1,1
62
,79
8円
＋
68
,50
0円
＋
50
,00
0円
＋
38
0,0
00
円
＋
1,0
30
,00
0円
＋
48
0,0
00
円

＝
3,1
71
,29
8円

10
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
2,3
67
,00
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
1,0
00

円
未
満
の
端
数
切
捨
て
）。

 
給
与
所
得
控
除
後

の
給
与
等
の
金
額
 

所
得
控
除
額

の
合
計
額

 
差
引
課
税
給
与

所
得
金
額

　
5,5
38
,67
0円
－
3,1
71
,29
8円
＝
2,3
67
,37
2円
→
2,3
67
,00
0円

11
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
2,3
67
,00
0円
に
対
す
る
算
出
所
得
税
額
を
「
令
和
２

年
分
の
年
末
調
整
の
た
め
の
所
得
税
額
の
速
算
表
」（
P
1
4
）
に
よ
っ
て
求
め
る

と
、
13
9,2
00
円
と
な
り
ま
す
。

 
課
税
給
与
所
得
金
額
 
税
率
 

算
出
所
得
税
額

　
2,3
67
,00
0円
  ×
10
％
－
97
,50
0円
＝
13
9,2
00
円

12
 　
年
調
所
得
税
額
11
,10
0円
は
、
算
出
所
得
税
額
か
ら
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

額
12
8,1
00
円
を
差
し
引
い
て
求
め
ま
す
。

 
算
出
所
得
税
額
 
住
宅
借
入
金
等

特
別
控
除
額

 
年
調
所
得
税
額

　
13
9,2
00
円
－
12
8,1
00
円
＝
11
,10
0円

13
　
年
調
年
税
額
11
,30
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
10
0円
未
満
の
端
数
切

捨
て
）。

 
年
調
所
得
税
額
 

 
年
調
年
税
額

　
11
,10
0円

×
10
2.1
％
＝
11
,33
3.1
円
→
11
,30
0円

14
　
年
調
年
税
額
11
,30
0円
と
１
月
か
ら
12
月
ま
で
に
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計
額

18
3,9
76
円
と
を
比
較
し
ま
す
と
、
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計
額
の
ほ
う
が

17
2,6
76
円
多
い
た
め
、
過
納
額
17
2,6
76
円
が
生
じ
ま
す
。

15
　
こ
の
過
納
額
17
2,6
76
円
は
、
本
年
最
後
に
支
払
う
賞
与
か
ら
徴
収
す
べ
き
税

額
64
,73
3円
に
充
当
さ
れ
ま
す
が
、
徴
収
す
べ
き
税
額
を
超
え
る
金
額
10
7,9
43
円

（
17
2,6
76
円
－
64
,73
3円
）
は
、
年
末
調
整
を
行
な
っ
た
月
分
と
し
て
納
付
す
る

税
金
か
ら
差
し
引
い
て
本
人
に
還
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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設
例
４
の
記
載
例 企
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　  設
例
5
 　
本
年
中
途
入
社
（
前
職
あ
り
）
の
場
合
─
本
年
最
後
に
支
払
う
給
与
に

つ
い
て
の
税
額
計
算
を
省
略
し
て
年
末
調
整
を
行
な
う
場
合
　
戊
野
五
郎

１
　
年
間
給
与
総
額
 

3,
71
3,
50
0円
（
う
ち
前
職
分
1,
90
4,
00
0円
）

２
　
同
上
の
給
与
に
対
す
る
徴
収
税
額
 

86
,2
98
円
（
う
ち
前
職
分
47
,5
87
円
）

３
　
控
除
し
た
社
会
保
険
料
等 

50
7,
66
3円
（
う
ち
前
職
分
25
1,
73
9円
）  

　
　（
給
与
控
除
分
）

４
　
支
払
っ
た
介
護
医
療
保
険
料
 

12
0,
00
0円

５
　
配
偶
者
 

な
　
し

６
　
扶
養
親
族
 

な
　
し

【
解
説
】

１
　
こ
の
設
例
は
、
本
年
中
途
入
社
で
、
前
職
分
の
給
与
等
が
あ
る
場
合
に
つ
い

て
、
本
年
最
後
に
支
払
う
給
与
に
つ
い
て
の
税
額
計
算
を
省
略
し
て
年
末
調
整
を

行
な
っ
た
も
の
で
す
。

２
　
前
勤
務
先
か
ら
の
給
料
・
賞
与
の
総
支
給
金
額
は
1,9
04
,00
0円
、
社
会
保
険
料

等
の
控
除
額
は
25
1,7
39
円
、
源
泉
徴
収
税
額
は
47
,58
7円
で
す
。

３
　
１
月
か
ら
12
月
ま
で
の
普
通
給
与
と
賞
与
の
金
額
の
合
計
額
（
前
職
分
を
含
み

ま
す
）
3,7
13
,50
0円
に
つ
い
て
、
給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額
を
「
給
与

所
得
の
金
額
算
出
表
」（
P
1
1
9
）に
よ
っ
て
求
め
る
と
2,5
29
,60
0円
と
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
給
与
収
入
が
85
0万
円
以
下
で
す
か
ら
、
所
得
金
額
調
整
控
除
の
適
用

は
あ
り
ま
せ
ん
（
P
5
3
）。

４
　
社
会
保
険
料
の
控
除
額
（
前
職
分
を
含
み
ま
す
）
50
7,6
63
円
は
、
１
月
か
ら

12
月
ま
で
の
間
に
給
与
等
か
ら
差
し
引
か
れ
た
社
会
保
険
料
で
あ
り
、
そ
の
全
額

が
控
除
さ
れ
ま
す
（
P
2
3
）。

５
　
生
命
保
険
料
の
控
除
額
40
,00
0円
は
、
本
年
中
に
支
払
っ
た
介
護
医
療
保
険
料

12
0,0
00
円
に
係
る
控
除
額
（
80
,00
1円
以
上
は
一
律
に
40
,00
0円
）
と
な
り
ま
す

（
P
4
0
）。

６
　「
扶
養
控
除
額
及
び
障
害
者
等
の
控
除
額
の
合
計
額
」
欄
の
金
額
は
、
控
除
対

象
扶
養
親
族
が
な
く
、「
②
障
害
者
等
が
い
る
場
合
」
も
該
当
が
な
い
た
め
０
円

で
す
（
P
1
0
2
）。

７
　「
基
礎
控
除
額
」
欄
の
金
額
は
、
合
計
所
得
金
額
が
2,4
00
万
円
以
下
で
あ
る
た

め
、
基
礎
控
除
額
48
0,0
00
円
で
す
（
P
3
2
）。

８
　
所
得
控
除
額
の
合
計
額
1,0
27
,66
3円
は
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
。

 
社
会
保
険
料

等
の
控
除
額
 

生
命
保
険
料

の
控
除
額
 
基
礎
控
除
額

　
50
7,6
63
円
＋
40
,00
0円
＋
48
0,0
00
円
＝
1,0
27
,66
3円

９
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
1,5
01
,00
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
1,0
00

円
未
満
の
端
数
切
捨
て
）。

 
給
与
所
得
控
除
後

の
給
与
等
の
金
額
 

所
得
控
除
額

の
合
計
額
 

差
引
課
税
給
与

所
得
金
額

　
2,5
29
,60
0円
－
1,0
27
,66
3円
＝
1,5
01
,93
7円
→
1,5
01
,00
0円

10
 　
差
引
課
税
給
与
所
得
金
額
1,5
01
,00
0円
に
対
す
る
算
出
所
得
税
額
を
「
令
和
２

年
分
の
年
末
調
整
の
た
め
の
所
得
税
額
の
速
算
表
」（
P
1
4
）
に
よ
っ
て
求
め
る

と
、
75
,05
0円
と
な
り
ま
す
。

 
課
税
給
与
所
得
金
額
 
税
率
 
算
出
所
得
税
額

　
1,5
01
,00
0円
  ×
５
％
＝
75
,05
0円

11
 　
こ
の
設
例
の
場
合
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
適
用
が
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、

上
記
「
10
」
で
求
め
た
算
出
所
得
税
額
が
そ
の
ま
ま
年
調
所
得
税
額
と
な
り
ま
す
。

12
　
年
調
年
税
額
76
,60
0円
は
、
次
に
よ
り
計
算
し
ま
す
（
10
0円
未
満
の
端
数
切

捨
て
）。

 
年
調
所
得
税
額
 

 
年
調
年
税
額

　
75
,05
0円

×
10
2.1
％
＝
76
,62
6.0
5円
→
76
,60
0円

13
 　
年
調
年
税
額
76
,60
0円
と
１
月
か
ら
12
月
ま
で
に
徴
収
さ
れ
た
税
額
の
合
計
額

86
,29
8円
（
前
職
分
を
含
み
ま
す
）
と
を
比
較
し
ま
す
と
、
徴
収
さ
れ
た
税
額
の

合
計
額
の
ほ
う
が
9,6
98
円
多
い
た
め
、
過
納
額
9,6
98
円
が
生
じ
ま
す
。

14
 　
こ
の
過
納
額
9,6
98
円
は
、
年
末
調
整
を
行
な
っ
た
月
分
と
し
て
納
付
す
る
税

金
か
ら
差
し
引
い
て
本
人
に
還
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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設
例
５
の
記
載
例
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8
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8
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0

▲
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69
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▲
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69
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前
職
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○
○
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年
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月
3
0
日
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